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北海道保健福祉部健康安全局国保医療課 

資料１ 



■療養給付費等負担金（療養給付費負担事業）について

１．概要

国は国民健康保険事業の健全な運営を図るため、都道府県に対し、管内市町村による

療養給付等に要する費用の一部を負担することとされている。

これは、医療費の一部について国が負担することで、被保険者の保険料（税）の負担

を緩和するためと考えられている。

一方、国民健康保険（以下「国保」という。）において、このような制度が設けられ

ているのは、国保が多数の低所得者層を被保険者として事業を実施し、また、他の被用

者保険における事業主負担を持たないこと等に基づくものであるといわれている。

○ 国民健康保険の負担のおおまかな概念図

一般被保険者 退職被保険者

患者一部負担 患者一部負担

保 険 料 負 担 保 険 料 負 担

前期高齢者交付金

高額医療費負担金等

被用者保険

調 整 交 付 金 拠 出 金

定 率 国 庫 負 担

32％

※国と地方の税制改革（いわゆる三位一体改革）により平成１７年度から療養給付費等に対す

る定率国庫負担の割合が４０％から３４％へ改正（激変緩和措置としてＨ１７は３６％）。

※都道府県調整交付金が給付費等の７％から９％に引き上げられたことに伴い、平成２４年３月

診療分から定率国庫負担は給付費等の３２％となっている。

２．国庫負担の対象となる費用
(1)・一般被保険者に係る療養の給付に要する費用の額から、当該給付に係る一部負

担金に相当する額を控除した額
・入院時食事療養費の支給に要する費用の額
・入院時生活療養費の支給に要する費用の額
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給

付
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・保険外併用療養費の支給に要する費用の額
・療養費の支給に要する費用の額
・訪問看護療養費の支給に要する費用の額
・特別療養費の支給に要する費用の額
・移送費の支給に要する費用の額
・高額療養費、高額介護合算療養費の支給に要する費用の額
の合計額（医療給付費）から、保険基盤安定繰入金の二分の一に相当する額を控
除した額。

(2)後期高齢者支援金の納付に要する費用の額（病床転換支援金の納付に要する費用
の額を含む）。

(3)介護納付金の納付に要する費用の額。

３．算定方法

（①医療分＋②後期分＋②'病床分－退職分調整対象基準額＋前期高齢者納付金－前期高齢者交付金

＋③介護分) ×32/100

① 医療分 入院時食事療養費

入院時生活療養費

【療養の給付に要する費用の額－一部負担金】＋ 保険外併用療養費 － 保険基盤安定繰入金 － 地方単独実施

療養費 の１／２ 事業の波及増

訪問看護療養費

特別療養費

移送費

高額療養費

高額介護合算療養費

② 後期分

後期高齢者支援金の納付に要する費用の額 － 退職被保険者等に係る後期高齢者支援金

②’病床分

病床転換支援金の納付に要する費用の額 － 退職被保険者等に係る病床転換支援金

③ 介護分

介護納付金の納付に要する費用の額

４．対象から除外される費用
(1)公費負担がある場合の当該公費負担に係る分の費用（他法優先）
(2)健康保険法その他の社会保険各法の規定による他法負担がある場合の当該負担に

係る部分の費用
(3)第三者行為に伴う損害賠償金、不正利得に伴う徴収金、不当利得に伴う返還金及

び加算金を調定した場合の当該調定に係る費用額



５．地方単独事業の波及増分の減額

国保法では、一部負担金の割合を引き下げることが認められている。当該軽減を行っ

ている市町村及び一部負担金相当額の全部または一部を負担することとしている市町村

の療養給付費等負担金の対象となる額は、この場合、軽減が行われないものとして、政

令の定めるところにより算定した額に、省令で定める率を乗じて得た額を対象費用額と

するとされている。

(1) 減額対象となる市町村

① 条例に基づき、年齢その他の事由によって一部負担金の割合を軽減する措置を

行っている市町村

② 国の負担金又は補助金の交付を受けないで、年齢その他の事由により一部負担

金に相当する額の全部又は一部を現物給付する措置を行っている市町村

(2) 減額対象となる費用額

減額調整の対象となるのは、現物給付としている事業で、当該事業の対象被保険

者の延べ人数が、当該市町村の一般被保険者数の１％を超えた場合であり、補助対

象費用については、その実施事業ごとに一般被保険者の医療給付に要した費用の額

に、国民健康保険の事務費負担金等の交付額等の算定に関する省令 （以下「算定

省令」という。）別表第二に定める率を乗じて得た額の合計額とする。

○別表第二（算定省令－第５条、第５条の３、第５条の５関係）

費 用 の 額 の 費 用 の 額 の 費 用 の 額 の 費 用 の 額 の 費 用 の 額 の 費 用 の 額 の

区 分 3/10 に相当 2.5/10 に 相 当 2 / 1 0 に 相 当 1.5/10 に 相 当 1 / 1 0 に 相 当 0.5/10 に 相 当 ０

す る 額 す る 額 す る 額 す る 額 す る 額 す る 額

一般
１．００００ ０．９９３１ ０．９７９４ ０．９４４１ ０．９１５３ ０．８７９０ ０．８４２７

（７割給付）

未就学児
－ － １．００００ ０．９６４１ ０．９３４９ ０．８９８０ ０．８６１１

（８割給付）

70歳以上一般
－ － １．００００ ０．９７７９ ０．９４８０ ０．９１８０ ０．８８０４

(8割給付）

指定公費有り － － － － １．００００ ０．９６８７ ０．９２９５

70歳以上現役

並み所得 １．００００ ０．９９３０ ０．９７１７ ０．９５０１ ０．９２０９ ０．８９１５ ０．８５４８

（７割給付）

○調整のイメージ図
国庫負担対象0.8427

※ ※減額分

1-0.8427

軽減措置が講じられ 波及

医 療 費 ×調整率 ＝ 増医

(0.8427)
ない場合の医療費 療費

○調整率の算出方法

一部負担金に相当する額による区分（費用額の3/10～0）

＝（一部負担金 － 高額療養費・ 高額介護合算療養費）÷費用額

※自己負担額０円（全額助成）の場合は、最低の調整率を適用する。



(3) 減額対象外となる費用額

・ 特定疾病に係る一部負担金（１万円）に対する負担軽減措置の対象となる被保

険者が受ける特定疾病に係る療養の給付に要した費用等

・ 平成３０年度以降の未就学児分（平成２９年度以前分は減額調整対象）

地方単独事業による国庫負担金減額分の推移 （単位：千円）

H30 R1 R2 R3 R4

北 海 道 分 914,747 938,725 977,448 960,871 909,118

※各年度の療養給付費実績報告様式第9（その1）[43]抜粋

６．算定の基礎となる年度区分

療養給付費等負担金算定の対象年度については、国民健康保険の国庫負担金等の算定

に関する政令（以下「算定政令」という。）第２条において「当該年度」と規定されて

いる。事業月報 C 表で言うと、実績報告の場合、市町村・広域連合は当該年の６月か

ら５月報、国保組合は５月から４月報が算定範囲となる。

７．事務スケジュール

(1) 当初申請（４月）［道と国の処理：市町村の事務作業はありません］

前年度の変更申請時の負担金交付決定額に予算の伸び率及び特殊事情（医療費

改定等）を考慮した額で交付決定が行われる。

(2) 変更申請（１２月～１月）［全市町村・全広域連合・全国保組合］

当該年度の医療費の実績を見定め、負担金所要額の再計算を行う必要があるた

め、市町村の実績をふまえた変更申請書を提出する。

(3) 実績報告（翌年５～７月）［全市町村・全広域連合・全国保組合］

補助事業を完了後に市町村の実績を報告し、これにより交付額が確定される。

(4) 過年度分の過大・過少交付の修正申請［該当する市町村・広域連合・国保組合］

当初確定日から５年以内の療養給付費等負担金で、各保険者で過小交付又は過

大交付が判明した場合に追加交付又は国庫返納に向けた手続を行うもの。

平成３０年度以降は北海道が一括して国に対して変更を行っていることから、

各市町村等保険者から過小交付・過大交付の内容をとりまとめる。

（毎年７～８月、実際の額の再確定は２月、国庫返納は２月下旬（組合）４月

末（北海道が一括して予算処理するため市町村・広域連合の処理はない））



■調整対象となる地方単独事業の考え方 

 

１ 調整対象となる地方単独事業とは 

  ① 国保条例に基づき年齢その他の事由により被保険者の全部又は一部について一部

負担金の割合を軽減する措置  

         

   ② 国の負担金又は補助金の交付を受けないで、市町村が年齢その他の事由により被保

険者にかかる一部負担金の全部又は一部を、現物給付とする措置  

         

【例】  

          ・６８～６９歳の者…一部負担金：３割→１割  

          ・重度障害者…一部負担金：３割→初診時一部負担  

 

２ 調整対象に該当するか否かの判断 

当該年度の４月１日において、地方単独事業（以下「地単事業」という）の対象被保

険者の総数が一般被保険者（退職被保険者等を除く）の１％を超える場合  

※  ４月１日より後に把握され、かつ、当該時点に遡って対象者又は被保険者となっ

たものは考慮しないこと。  

        【例１】  

          一般被保険者：４，０００人  

          地単事業対象者：２００人（ひとり親１０、乳幼児５０人、重度１４０人）  

            ２００÷４，０００＝５％ ⇒ 『該当』 

        【例２】  

          一般被保険者：４，０００人  

          地単事業対象者：３０人（ひとり親１、乳幼児５人、重度２４人）  

            ３０÷４，０００＝０．７５％ ⇒ 『非該当』 

 

 ※   前年度までに終了している事業については、４月１日現在の対象被保険者数は０

となるが、他の地単事業の対象者合計の一般被保険者に対する割合が１％を超える

場合、終了事業にかかる医療費があれば、調整対象地方単独事業分として記載する

こと。  

 

３ ２つ以上の地単事業対象者の場合 

      ２つ以上の地単事業対象者の療養の給付費等については、対象者が最終的に給付を受

けることとなる地単事業に計上すること。  

    【例】  

      対象者Ａ   ひとり親（自己負担：１割）      に該当  

          乳幼児（自己負担：なし）  

      ⇒  乳幼児分に計上 

 

 

 



 

４ 年度途中の地単事業の変更 

  年度途中で地単事業を変更した場合は、当該実施日の属する月の末日の対象者の合計

及び一般被保険者数を基準とすること。  

    【例１】  

      １０月１日（対象の変更） 重度医療  身障４級一部 → 身障４級全部  

          ４月 １日 地単事業対象者 ３０人 （一般被保険者４，０００人）  

                      ３０÷４，０００＝０．７５％ ⇒ 『非該当』 

          １０月末日 地単事業対象者 ５０人 （一般被保険者４，０５０人）  

                      ５０÷４，０５０＝１．２３％ ⇒ 『該当』 

    【例２】  

      １０月１日（一部負担割合の変更） 重度医療 初診時一部負担 → １割負担  

          一部負担金の変更のみの場合は、対象者は変わらないので、別紙様式１に変更

前と変更後の療養の給付費等を２段書きする。 

 

５ 地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金を活用した地単事業対象者の場合 

  当該交付金を用いて医療費助成を実施した場合、当該医療費助成の対象となる被保険

者に係る療養給付費等負担金等については、調整率を適用しない。  

  なお、従来から実施している医療費助成の対象となっていた被保険者に係る療養給付

費等負担金等と、当該交付金を活用した医療費助成の対象となっていた被保険者に係る

療養給付費等負担金等とを区別できない場合には、全体に対して調整率を適用して算定

する。  

 （詳細は、平成27年12月15日付保国発1215第1号厚生労働省保険局国民健康保険課長通

知を参照）  

 

 

 

 

 

 

 



■変更申請・実績報告関係書類の作成について  

 

１．事業月報の整理  

それぞれ給付割合に応じて様式を作成する。療養給付費等負担金の対象外費用は、事

業月報上でも整理して記載することになっており、事業月報が正しく報告されていれば、

交付申請額等の算定においても、対象外費用は控除されることとなる。  

 

① 公費負担がある場合の当該公費負担に係る分の費用（他法優先）は、平成２０年６

月報までは、事業月報Ｃ表の「他法負担分」の「他法優先」欄に記入され、対象外費

用として整理されていたが、同年７月報以降使用されている月報の新様式では、他法

優先欄自体が削除されている。  

（療給変更申請の国様式及び道様式では、「他法優先」欄の区分が残っているが、実

質、現在では当該費用に該当するものはなく空欄となる。）  

② 健康保険法その他の社会保険各法の規定による他法負担がある場合の当該負担に係

る部分の費用。  

③ 第三者行為に伴う損害賠償金、不正利得に伴う徴収金及び不当利得に伴う返還金を

調定した場合の当該調定に係る費用額は、調定した月の事業月報 B 表の支払い義務額

及び翌月（療養の給付以外は翌々月）の月報 C 表から控除されるので、対象外費用と

して整理される。  

   なお、上記より整理された対象外費用額等に係る国庫補助額は、実績報告時に国様

式（別紙２）「賠償金等に係る国庫返還額について」により国庫返還額を算出し報告

することになるので、各保険者において当該年度の賠償金等に係る調定額については

適切に把握する必要がある。  

 

２．道様式の作成 

療養の給付費等については、事業月報の累計値を基礎としているが、事業月報の記載

方法とは要件等が異なる場合があるので、調整を行うため北海道では独自の様式を定め

ている。  

令和４年度の療養給付費実績報告から、こども関連施策等の関係で地方単独事業の振

分項目の就学対象時期や所得の細分化がなされたことから、令和５年度療養給付費変更

申請から、各項目を入力できるよう様式を拡張している。  

なお、振分区分にあってはなるべく細分した区分で入力することを求めているが、各

保険者の業務等で対応可能な範囲において区分対応の判断をすることについてはやむを

得ないものと考えている。  

        

(1) 療養の給付等を療養の給付費、入院時食事療養費及び訪問看護療養費に区分する。 

また、事業月報及び年報には一般分単独の記載がないため、全体から７０歳以上一

般分、７０歳以上現役並み所得者分及び未就学児分を控除し算出する。  



 

        事業月報Ｃ表（１） ○保険給付状況 １．医療給付の状況  

 

 

 

 

 

 件数 費用額 保険者負担分  一部負担金 他法負担分 

療養の給付等       件 

  

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

      
あ

    

 食事療養・生活療養(再掲)      い  a b  

療 食事療養・生活療養      

 

        事業月報Ｃ表（３） ○保険給付状況 ５．療養の給付等内訳  

 

 

 

 

 

 

 

 

 件   数 日   数 費 用 額 

 

診 

療 

費 

 

 件 日 円 

入 院    

入院外    

歯 科    

小 計    

調  剤  (        枚)  

食事療養・生活療養 (         ) (        回)         い  

訪問看護           う  

合  計           あ  

 

       道様式（別紙様式１）  

       １ 療養の給付費に係る分  

  費 用 額  保険者負担分  一部負担金  国保優先  高額療養費・  

高額介護合算療養費  

 高額療養費  高額介護  

合算療養費  

  あ－い－う        

                

       ３ 入院時食事療養費に係る分  

            ※標準負担額減額により支給決定した額を保険者負担分に加え、標準負担額から減額する。  

       ４ 訪問看護療養費に係る分  

 

(2) 療養の給付及び入院時食事療養費について、一般分、調整対象地方単独事業分及び

調整対象外地方単独事業分に区分する。  

① 「一般分」については、地方単独事業以外分を記載すること。  

② 「調整対象地方単独事業分」については、市町村が実施する全地方単独事業の給  

付対象者の合計の被保険者数に占める割合が１％を超え、かつ、現物給付を行って

いる事業について、費用区分ごとに記載すること。  

③ 「調整対象外地方単独事業分」については、市町村が実施する全地方単独事業の  

給付対象者の合計の被保険者数に占める割合が１％以下又は現金給付（償還払い）  

としている事業について、費用区分ごとに記載すること。  

※ 特定疾病に係る療養の給付に要した費用等及び平成 30 年度以降の未就学児分

  費 用 額  保険者負担分  標準負担額  国保優先  

      い  ※a ※b           

  費 用 額  保険者負担分  標準負担額  国保優先  

      う               



についても、調整対象外なので、この欄に記載すること。  

④ 「福祉医療分」については、国の負担金又は補助金の交付を受けないで、年齢その  

他の事由により一部負担金に相当する額の全部又は一部を給付する措置を行ってい

る市町村が、実施する事業について費用区分ごとに記載すること。  

⑤ 「国保条例による分」については、条例に基づき年齢その他の事由によって一部

負担金の軽減措置を行っている市町村が、実施する事業について費用区分ごとに記

載すること。  

 

(3) 一部負担金を減免した場合は、当該減免がなかったものとして算定する。  

 事業月報においては、法第４４条第１項の規定により一部負担金を支払うことが

困難であると認められる被保険者に対し保険者が一部負担金を減額または減免した

場合は、当該減額または減免した額を「保険者負担分」欄に計上し、「一部負担金」

欄の額に計上しないこととされていることから、道様式において当該額を一部負担

金襴に計上し直すこと。  

 

      例）一部負担金を 2,500 円減免した場合  

      事業月報Ｃ表（１）  

 件数 費用額 保険者負担分  一部負担金 他法負担分 

療養の給付等      

 １ 

円 

10,000 

円 

9,500 

円 

500 

円 

 

          

 食事療養・生活療養(再掲)          

療 食事療養・生活療養      

 

      道様式（別紙様式１）                  減免額 2,500 円を一部負担金に計上  

 

 

費 用 額
 

 

保険者負担分
 

 

一部負担金
 

 

国保優先
 

  高額療養費・  

高額介護合算療養費  

高額療養費  高額介護  

 合算療養費  

 10,000 7,000 3,000                   

 

(4) 不当利得に伴う返還金に係る加算金については、①－a（一般分）の「１  療養の

給付費に係る分」の当該欄に記載し、費用額及び保険者負担額から控除する。 

 

(5) 縦計、横計及び給付割合チェック  

「１ 療養の給付費に係る分」、「２ 療養費等に係る分」、「４ 訪問看護療養

費に係る分」については、「国保条例による分」を除き、原則として、次の式が成

り立つ。          

一般分ａ：費用額×０．７≒保険者負担分  

７０歳以上一般分ｂ：費用額×０．８≒保険者負担分  

７０歳以上現役並み所得者分ｃ：費用額×０．７≒保険者負担分  

未就学児分ｄ：費用額×０．８≒保険者負担分  



３．申請等様式の作成  

システムの操作手順に従い、申請等様式を作成すること。  

（変更申請様式作成順：様式第６→様式第８－１～８－４及び附表→様式第７  

→様式第１０→様式第１１→様式第１）  

 

  システムにより自動計算で記載されている欄は、基本的にはチェックの必要はないが、

度重なるシステム変更等による転記処理誤り等が考えられることから、一部自動計算、

転記箇所についてもチェックを行うこと。  

  

(1) 自動計算・転記箇所の確認について  

転記元の数値を修正した場合等に正しく転記されているかなど、計算過程を把握

し当該額の正当性を確認すること。  

  

(2) 要入力箇所の確認について  

    自動計算や転記がされない箇所の入力漏れに注意すること。  

○ 様式第７－Ａ（実績報告-様式第６）の一般被保険者数及び給付対象者数等 

様式第６は〔36〕～〔39〕も入力が必要  

 

  

  

 

○ 様式第５（実績報告）  

    「費用額」及び「他法負担分」  

１．新国庫補助対象分 （単位：円） 

区分 

療養諸費費用額負担区分 

費用額 
内訳 

保険者負担分 一部負担金 他法負担分 

 

      

戻入未済額・ 

徴収金等に 

かかる分 

[エ] 

療養の給付等 
 

 

   

 

療養費等 
    

 

※ 様式第７－Ｂ（実績報告-様式第６-Ｂ）及び様式第１の入力項目並びに様式第１０  

（実績報告－様式第９）の「保険基盤安定繰入金」の欄は都道府県で一括入力するため

市町村では入力不要。  

 

(3) 様式第８（実績報告-様式第７）・附表と道様式（別紙様式１）の対応箇所  

   

2.療養費等の内訳  
一 般  分  

 

70 歳以上一般分  

 

70 歳以上現役並み所得者分  未就学児分  

 

全  体  

 

年 4 月から  

年 3 月までの療養費等  

 

[36]                    

          円  

[37]                   

         円  

[38]                     

          円  

[39]                    

          円  

 

[40]([36]+[37]+[38]+[

39])       円  

 



 

(4) 戻入未済額、未払額について（実績報告時のみ） 

様式第５、実績年報Ｂ表（１）にある「戻入未済額」、「未払額」は、出納整理  

期間内に整理されるものについては「０」とすること。 

特に「未払額」については、当該年度の療給の補助対象外になるので、十分に注意

すること。基本的には「未払額」は「０」で実績報告書は作成される。 

 

      ○事業年報Ｂ表（１） ［実績報告用］ 

       １．保険給付等支払状況（一般被保険者分） 

 支払義務額（円） 支払済額（円） 徴収金等（円） 戻入未済額（円）  未  払  額（円） 

 

保

険

給

付

費

 

療 養 

給付費 

計             0 

現年度分（再掲)      

療養費 

 

計              0 

現年度分（再掲)      

高 額 療 養 費              0 

移   送   費              0 

その他の保険給付費      

         ※「未払額」は出納閉鎖までに支払できなかったときのみ金額が計上される。 

 

 

(5) 退職者振替整理について 

退職被保険者又はその被扶養者（以下「退職被保険者等」という。）の資格が資格

確認時より前に遡る場合、一般被保険者分として経理された当該退職被保険者等に係

る保険料（税）及び保険給付費等については、資格発生時に遡って退職被保険者等分

に振替えることとされている。 

資格が前年度以前に遡った場合（現年度分は事業月報で調整される）の経理につい

ては、「退職被保険者等振替整理簿」を作成し調整を行うこととなる。療養給付費等

負担金においては、実績報告時に国庫返還額を交付金額から控除することとなる。 

 

※ 退職振替整理については、例年誤りが散見されている事から、「国庫補助金等申

請時の退職振替処理に係る確認書」を作成のうえ、実績報告前に充分確認を行うこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 



令和5年度実績報告用療養給付費等負担金対象費用額内訳表
（令和5年3月から令和6年2月にかかる分（６～５月報））

別紙様式１－①－ａ 　　（一　般　分）：全体－（70歳以上一般分＋７０歳以上現役並み分＋未就学児分）

保 険 者
番     号

小     計

精     神

結     核

小     計

小     計

精     神

結     核

小     計

←先に月報数値を入力

２  療養費等に係る分（移送費も含む。移送費は、「上記以外のものに係る分」に含める。）

←先に月報数値（移送費含む）を入力

費   用   額 保険者負担分 高額介護合算療養費

福

祉

医

療

分

ひとり親

国
保
条
例
に
よ

る

分

乳幼児

減免額

高額療養費 高額介護合算療養費

一部負担金 国保優先 高額療養費
高額療養費・

高額介護合算療養費

国保優先

一部負担金相
当額／費用額

１－①－a（内訳）
の調整率を参照

してください。

国
保
条
例
に
よ

る

分

老人

ひとり親

調

整

対

象

地

方

単

独

事

業 計

乳幼児

福

祉

医

療

分

身障

保険者名 ○○市001

高額療養費・
高額介護合算療養費

調整率

１  療養の給付費に係る分

一部負担金

加算金

保険者負担分

一 般 分 （ 7 割 給 付 ）

費   用   額

対 象 者 に 係 る 分

（（　）に移送費を再掲すること）

合　　　　　計 Ｂ

条例による一部負担金の割合
を減じ て い る もの に 係 る 分

（（　）に移送費を再掲すること）

上記以外のものに係る分

計

老人

身障

減免額

合        計 Ａ

調

整

対

象

外

地

方

単

独

事

業

ア

ケ

イ

ウ

キ

特定疾病は現物給付もこちら。



令和5年度実績報告用療養給付費等負担金対象費用額内訳表
（令和5年3月から令和6年2月にかかる分（６～５月報））

別紙様式１－②－ａ 　　（一　般　分）：全体－（70歳以上一般分＋７０歳以上現役並み分＋未就学児分）

保 険 者
番     号

小     計

精     神

結     核

小     計

小     計

精     神

結     核

小     計

４  訪問看護療養費に係る分　　

Ａ＋Ｂ＋Ｄ

移 送 費

食 事 差 額

○○市

食事差額標準負担額 国保優先

一 般 分 （ 7 割 給 付 ）

対 象 者 に 係 る 分

001 保険者名

保険者負担分

調

整

対

象

地

方

単

独

事

業 計

３  入院時食事(生活）療養費に係る分

福

祉

医

療

分
国
保
条
例
に
よ

る

分

老人

乳幼児

身障

ひとり親

保険者負担分費   用   額

費   用   額

老人

乳幼児

身障

ひとり親

国
保
条
例
に
よ

る

分

福

祉

医

療

分

合        計 Ｃ

調

整

対

象

外

地

方

単

独

事

業

療養の給付等
Ａ＋Ｃ＋Ｄ

条例による一部負担金の割合を減
じ て い る も の に 係 る 分

上記以外のものに係る分

合            計 Ｄ

計

高 額 療 養 費 ・
高 額 介 護 合 算 療 養 費

国保優先一部負担金

保険者負担分 一部負担金 高 額 療 養 費国保優先

５  各合計分（一般分＋７０歳以上一般分＋７０歳以上現役並み分＋未就学児分）

費   用   額

療 養 費 B

入院時食事療養費 C

訪問看護療養費 D

加算金がある場合

高額介護合算療養費

高 額 療 養 費 高額介護合算療養費

エ

コ

オ

特定疾病は現物給付もこち

カ

ク



令和5年度実績報告用療養給付費等負担金対象費用額内訳表
（令和5年3月から令和6年2月にかかる分（６～５月報））

別紙様式１－①－ａ（内訳） 　　（一　般　分）：全体－（70歳以上一般分＋７０歳以上現役並み分＋未就学児分） 中区分・基準区分内

【様式第７ー１附表】
(水色)　Y 列参考
事業名ﾌﾟﾙﾀﾞｳﾝ選択

保 険 者
番     号

老 人 ①

老 人 ②

老 人 計

小 児 ①

乳 幼 児 計

重 度 心 身 ①

身 障 計

ひ と り 親

ひ と り 親 計

※別表第２

調整率

0.8427
0.8790
0.9153
0.9441
0.9794
0.9931
1.00000.25を超え、0.3以下

全額助成を行っている地方単独事業は
下記の別表第２の「０」の調整率を使いま

調整率
１  療養の給付費に係る分 ○○市

一部負担金相
当額／費用額

0.1を超え、0.15以下
0.15を超え、0.2以下
0.2を超え、0.25以下

一部負担金相当額／費用額

0
0を超え、0.05以下

0.05を超え、0.1以下

高額介護合算療養費

調

整

対

象

地

方

単

独

事

業

福

祉

医

療

分

老人

乳幼児

小児
中学生
高校生
他子供

身障

ひとり親

小     計

高額療養費・
高額介護合算療養費

高額療養費

001 保険者名

中区分 費   用   額 保険者負担分 一部負担金 国保優先

A

ケ

イ

2023/11/28 12:03 



令和5年度実績報告用療養給付費等負担金対象費用額内訳表
（令和5年3月から令和6年2月にかかる分（６～５月報））

別紙様式１－②－ａ（内訳） 　　（一　般　分）：全体－（70歳以上一般分＋７０歳以上現役並み分＋未就学児分）

【様式第７ー１附表】

保 険 者
番     号

老 人 ①

老 人 ②

老 人 計

小 児 ①

乳 幼 児 計

重 度 心 身 ①

身 障 計

ひ と り 親

ひ と り 親 計

○○市

中区分 費   用   額 保険者負担分

調

整

対

象

地

方

単

独

事

業

福

祉

医

療

分

老人

乳幼児

小児
中学生
高校生
他子供

身障

ひとり親

小     計

001 保険者名３  入院時食事(生活）療養費に係る分

標準負担額 国保優先

コ

オ

2023/11/28 12:03 



令和５年度変更申請用療養給付費等負担金対象費用額内訳表　（国保組合）
（令和5年(2023年)3月から10月にかかる分（６～１月報））

別紙様式１－①－ａ 　　（一　般　分）：全体－（70歳以上一般分＋７０歳以上現役並み分＋未就学児分） 別紙様式１－②－ａ 　　（一　般　分）：全体－（70歳以上一般分＋７０歳以上現役並み分＋未就学児分）

保 険 者 保 険 者
番     号 番     号

0

0 0 0

0 0 #DIV/0! #DIV/0! 0

0 0 #DIV/0! #DIV/0! 0

0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! 0

0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! 0

0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! 0

0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! 0

0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! 0

0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! 0

0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! 0

0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! 小     計 0 0 0 0

小     計 0 0 0 0 0 0 0 0 精     神 0

精     神 0 0 0 結     核 0

結     核 0 0 0 ※別表第２ 0

0 0 0 調整率 小     計 0 0 0 0

小     計 0 0 0 0 0 0 0 0 0.8427 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0.8790 0

0 0 0 0.9153 0

0 0 0 0.9441 0

0 0 0 0.9794 0

0 0 0 0.9931 0

0 0 0 1.0000 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 小     計 0 0 0 0

小     計 0 0 0 0 0 0 0 0 精     神 0

精     神 0 0 0 結     核 0

結     核 0 0 0 0

0 0 0 小     計 0 0 0 0

小     計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 ４  訪問看護療養費に係る分　　

0 0 ←先に月報数値を入力

２  療養費等に係る分（移送費も含む。移送費は、「上記以外のものに係る分」に含める。）

0
0

( 0 ) 0 0 0 0 0 0 0
0 0 ５  療養の給付費等合計分（一般分＋７０歳以上一般分＋７０歳以上現役並み分＋未就学児分）

( 0 ) ( 0 ) ( 0 ) ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )
0 0 0 0 0 0 0 0

←先に月報数値(移送費を含む）を入力 0 0 0 0 Ａ＋Ｂ＋Ｄ 0 0

0 0

高 額 療 養 費
高額介護合
算 療 養 費

高 額 療 養 費
高額介護合
算 療 養 費

Ａ＋Ｃ＋Ｄ

国保優先
高額療養費・
高 額 介 護 合
算 療 養 費

条例による一部負担金の割合を
減 じ て い る も の に 係 る 分

0 0

加算金がある場合

0

合            計 Ｄ

費   用   額 保険者負担分 一部負担金 国保優先

上記以外のものに係る分 0

合        計 Ｃ

費   用   額 保険者負担分 一部負担金

調

整

対

象

外

地

方

単

独

事

業

福

祉

医

療

分

老人

乳幼児

身障

ひとり親

国
保
条
例
に

よ

る

分

計

調

整

対

象

地

方

単

独

事

業

福

祉

医

療

分

老人

乳幼児

身障

ひとり親

国

保

条

例

に

よ

る

分

計

一 般 分 （ 7 割 給 付 ）
0 0 0 0

対 象 者 に 係 る 分

３  入院時食事(生活）療養費に係る分 保険者名

費   用   額 保険者負担分 標準負担額 国保優先 食事差額

合　　　　　計 Ｂ
（（　）に移送費を再掲すること）

合        計 Ａ

減免額

計

調

整

対

象

外

地

方

単

独

事

業

福

祉

医

療

分

老人
0.05を超え、0.1以下

0.1を超え、0.15以下

乳幼児
0.15を超え、0.2以下

0.2を超え、0.25以下

身障
0.25を超え、0.3以下

ひとり親

減免額

上記以外のものに係る分

（（　）に移送費を再掲すること）

国保優先
高額療養費・

高額介護合算療養
費

高額療養費 高額介護合算療
養費

条例による一部負担金の割合
を 減 じ て い る も の に 係 る 分

0

一部負担金費   用   額 保険者負担分

国
保
条
例
に

よ

る

分

0

計 0を超え、0.05以下

乳幼児

身障

ひとり親

国

保

条

例

に

よ

る

分

全額助成を行っている地方単独事業
は「０」の調整率を使います

一部負担金相当額／費用額

0

加算金

調

整

対

象

地

方

単

独

事

業

福

祉

医

療

分

老人

0 0 0
一部負担金相
当額／費用額

調整率
一 般 分 （ 7 割 給 付 ）

0 0 0 0
対 象 者 に 係 る 分

１  療養の給付費に係る分 保険者名

費   用   額 保険者負担分 一部負担金 国保優先
高額療養費・

高額介護合算療養
費

高額療養費
高額介護合算療

養費

ア

ケ

特定疾病は現物給付もこちら。

ウ

様式第８（実績報告-

様式第７）の附表の

「調整率」に転記

イ

A

キ

コ

オ

エ

カ

ク

特定疾病は現物給付もこちら。

国保組合



（変更申請）様式第８－１ 

（実績報告）様式第７－１ 

令和５年度 療養給付費負担（補助）金対象給付費算出表 

（市町村・国保組合従来分/一般分） 

（令和５年３月から令和５年１０月までにかかる分） 
（単位：円） 

 高額療養費平均給付率   

１．療養の給付等にかかる分 

区分 費用額 保険者負担分 
一部負担金 他法負担分 高額療養費・高額

介護合算療養費 

補助対象医療費 
補助対象給付費 

 （外来薬剤） 他法優先 国保優先 

一般分 [1]      [2]      [3]      [4]      [5]      [6]      [7]      [8]   [9]      

１号該当分 [10]    [11]     [12]     [13]     [14]     [15]     [16]     [17]   [18]     

１号非該当分 [19]    [20]     [21]     [22]     [23]     [24]     [25]     [26]     [27]     

２号該当分 [28]    [29]     [30]     [31]     [32]     [33]     [34]      [35]    [36]     

２号非該当分 [37]    [38]     [39]     [40]     [41]     [42]     [43]     [44]     [45]     

補助対象医療費合計 [46]          補助対象給付費合計 [47]              減額調整対象保険給付費 [123]           
 

２．入院時食事療養費・入院時生活療養費等にかかる分 

区分 費用額 保険者負担分 
標準負担額 他法負担分 高額療養費・高額

介護合算療養費 
補助対象医療費 補助対象給付費 

 （外来薬剤） 他法優先 国保優先 

一般分 [48]    [49]     [50]      [51]     [52]      [53]  [54]     

１号該当分 [55]   [56]     [57]      [58]     [59]      [60]  [61]     

１号非該当分 [62]    [63]     [64]      [65]     [66]      [67]   [68]     

２号該当分 [69]     [70]     [71]      [72]     [73]      [74]   [75]     

２号非該当分 [76]     [77]     [78]      [79]     [80]      [81]    [82]  

補助対象医療費合計 [83]        補助対象給付費合計 [84]             減額調整対象保険給付費 [124]          
 

３．療養費等にかかる分 

区分 費用額 保険者負担分 
一部負担金 他法負担分 高額療養費・高額

介護合算療養費 
補助対象医療費 補助対象給付費 

 （外来薬剤） 他法優先 国保優先 

一部負担金減 [85]  [86]     [87]     [88]    [89]    [90]    [91]     [92]     [93]     

上記以外分 [94]     [95]     [96]     [97]    [98]    [99]    [100]    [101]    [102]    

補助対象医療費合計 [103]                       補助対象給付費合計 [104]                       
 

４．訪問看護療養費にかかる分 

区分 費用額 保険者負担分 
一部負担金 他法負担分 高額療養費・高額

介護合算療養費 
補助対象医療費 補助対象給付費 

 （外来薬剤） 他法優先 国保優先 

一部負担金減 [105]    [106]    [107]     [108]    [109]    [110]    [111]    [112]    

上記以外分 [113]    [114]    [115]     [116]    [117]    [118]    [119]    [120]    

補助対象医療費合計 [121]                       補助対象給付費合計 [122]                       
 

５．療養の給付等・入院時食事療養費・入院時生活療養費等・療養費等・訪問看護療養費合計 

補助対象医療費 補助対象給付費 給付率 

Ａ                          Ｂ                            Ｃ（Ｂ／Ａ）                 

 

 都道府県番号  保険者番号  保険者名  

 

オ 

○道様式１と一致する箇所 

１.療養の給付及び２.入院時食事療養費の「一般分」と「非該当分」、

３.療養費及び４.訪問看護 

○様式第８（７）附表から自動転記（調整対象分） 

１.療養の給付及び２.入院時食事療養費の「該当分」 

エ 

カ 

ア 

キ 

イ 

ク 

ウ 

所定の給付率が入って 

いることを確認してください。 



 

（変更申請）様式第８－１附表 
（実績報告）様式第７－１附表 

 

令和５年度 療養給付費負担（補助）金対象給付費算出表（内訳表） 
＜令和４年３月から令和４年１０月までにかかる分＞（市町村・国保組合従来分/一般分） 

１．療養の給付等にかかる分 
 （２）地方単独事業対象者にかかる分 
   ①算定省令第４条第１号及び第５条の４第 1 項第１号（国保組合において第８条第１号及び第９条の４第１項第１号）該当分            高額療養費平均給付率： 

 
事 業 名 

療 養 の 給 付 等                                  
調 整 率 
[8] 

 
補助対象医療費 
[9] 

 
補助対象給付費 
[10] 

費 用 額 
[1] 

保険者負担分 
[2] 

[3]一部負担金 他 法 負 担 分 高 額 療 養 費 ・ 
高額介護合算療養費 
[7] 

 [4]外来薬剤 [5]他法優先 [6]国保優先 

 
円 

 
円 

 
円 

 
円 

 
円 

 
円 

 
円 

  
円 

 
円 

 

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

合 計           
 

   ③算定省令第４条第２号及び第５条の４第 1 項第２号（国保組合において第８条第２号及び第９条の４第１項第２号）該当分 

 
事 業 名 

療 養 の 給 付 等                                  
調 整 率 
[8] 

 
補助対象医療費 
[9] 

 
補助対象給付費 
[10] 

費 用 額 
[1] 

保険者負担分 
[2] 

[3]一部負担金 他 法 負 担 分 高 額 療 養 費 ・ 
高額介護合算療養費 
[7] 

 [4]外来薬剤 [5]他法優先 [6]国保優先 

 
円 

 
円 

 
円 

 
円 

 
円 

 
円 

 
円 

  
円 

 
円 

 

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

           

合 計           
 

２．入院時食事療養費・入院時生活療養費等にかかる分 
 （２）地方単独事業対象者にかかる分 
   ①算定省令第５条の２第１号及び第５条の４第２項第 1 号（国保組合において第９条の２第１号及び第９条の４第２項第１号）該当分 

 
事 業 名 

入院時食事療養費・入院時生活療養費等  
調整率 
[6] 

 
補 助 対 象 医 療 費 
[7] 

 
補 助 対 象 給 付 費 
[8] 

費 用 額 
[1] 

保 険 者 負 担 分 
[2] 

食事療養・生活療養 
標 準 負 担 額 
[3] 

他 法 負 担 分 

[4] 他法優先 [5] 国保優先 

 円 
 

円 
 

円 
 

円 
 

円 
 

 円 
 

円 
 

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

合 計         
 

   ③算定省令第５条の２第２号及び第５条の４第２項第２号（国保組合において第９条の２第２号及び第９条の４第２項第２号）該当分 

 
事 業 名 

入院時食事療養費・入院時生活療養費等  
調整率 
[6] 

 
補 助 対 象 医 療 費 
[7] 

 
補 助 対 象 給 付 費 
[8] 

費 用 額 
[1] 

保 険 者 負 担 分 
[2] 

食事療養・生活療養 
標 準 負 担 額 
[3] 

他 法 負 担 分 

[4] 他法優先 [5] 国保優先 

 円 
 

円 
 

円 
 

円 
 

円 
 

 円 
 

円 
 

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

合 計         

 都道府県番号  保険者番号  保険者名  

 
算出した調整率は（様式 8 ない

し 7-1(その 3)附表等）該当する

過年度分再掲様式に転記する。 

※食事・生活療養費も同様 

ケ 
市町村・広域組合は 

道様式１の内訳と突合 

Ａ 

コ 

市町村・広域組合は 
道様式１の内訳と突合 



（単位：円）

介 護

納付金

賦課額

調定額 収納額 調定額 収納額 （現年度分） 療養の 訪問看護 入院時食 費用額 調定額 支払済額 徴収金等 戻入未済 国保優先 他法優先

① ② ③ 給付費 療養費 事療養費 合 計 ④ ⑤ 額　　　⑥

（単位：円）

調定額 支払済額 戻入未済 国保優先 他法優先 調定額 支払済額 徴収金等 戻入未済 国保優先 他法優先 調定額 支払済額 徴収金等 戻入未済 国保優先 他法優先

⑦ 額　　　⑨ ⑩ ⑪ 額　　　⑫ ⑬ ⑭ 額　　　⑮

（単位：円）

支　　払 支払済額 徴収金等 支　　払 支払済額 徴収金等 戻入未済 支　　払 支払済額 徴収金等 戻入未済

義務額 ⑯ ⑰ 義務額 ⑲ ⑳ 額　　　21 義務額 22 23 額　　　24

※

（記入上留意すべき事項）

１．この整理簿には、被保険者ごとに、前年度において収入・支出したそれぞれの額を記入すること。

　　ただし、資格が２年以上遡及する者については、各年度ごとに各欄の額を記入すること。

２．介護納付金賦課額（現年度分）③については、国民健康保険法施行令第２９条の５第５項又は地方税法施行令第５６条の８９に規定する基準に従い、介護納付金賦課額

　　を減額するものとした場合にあっては、その減額することとなる額を含んだ額を記入すること。

３．国庫補助返還額は、次の算式により算出した額を記入すること。

　　　　国庫補助返還額 ㉕ ＝{（④－⑤－⑥）＋（⑦－⑧－⑨）＋（⑩－⑪－⑫）＋（⑬－⑭－⑮）＋（⑯－⑰－⑱）}×（該当年度に係る定率国庫負担割合）

４．療養給付費交付金交付額は、次の算式により算出した額を記入すること。

５．退職被保険者等の資格が前年度以前に遡って喪失することが確認された場合には、上記１．乃至４．と同様の処理を行うこと。

　　この場合においては、退職被保険者等の資格が前年度以前に遡って確認された場合と区分するため、各欄に記入する額には△を付し、合計額から控除すること。

療養費

合　　計

年度
資格発生

年月日

資格確認

年月日

退 職 被 保 険 者 等 振 替 整 理 簿　（参考様式）

保険者負担

保険料〈税）

（現年度分）

保険料〈税）

（滞納繰越分）
他法負担

氏　　名

費用額

療　　養　　の　　給　　付　　等

費用額

保険者負担 他法負担他法負担

移送費

他法負担保険者負担 保険者負担

費用額
徴収金等

費用額

⑧

高額療養費（一般被保険者分）

26

療養給付費

戻入未済

交付金交付額
国庫補助返還金

特例療養費

　　　　療養給付費交付金交付額 ㉖ ＝（④－⑤－⑥）＋（⑦－⑧－⑨）＋（⑩－⑪－⑫）＋（⑬－⑭－⑮）＋（⑲－⑳－㉑）＋（㉒－㉓－㉔）－{（①＋②）－③}

療養費等

食事療養費

25

高額療養費（退職被保険者等分）

額　　　⑱

国庫補助返還額の算出手順

（１） H24年度以降は国庫負担割合が同じなので、

全ての年度の④～⑱の額を合計する。

（２） 国庫負担割合（32％）を乗じ、円未満を切り捨

てる。

※様式第１０の「３．退職被保険者等にかかる国庫

補助返還額」と一致

療養給付費負担金の返還の時効は５年間であるため、
最大５年分が記載される。

（令和５年度療給実績報告の振替整理簿であれば、
平成30年度～令和4年度までが対象となる。）
複数年度に渡って資格が遡及する場合は、資格発生

年度以降、原則として毎年度分を振替整理簿に記載す
る。

④～⑱の額については、総計と年報G表（実績報告用）との突合を行う。



 

 

国民健康保険退職者医療事業状況報告書(退職者医療事業年報)Ｇ表 

遡及退職被保険者等の前年度以前振り替え分 

(令和５年度) 

都 道 府 県 名  

保 険 者 名  

都道府県・保険者番号 － 

１．保険料(税)収納状況 
 

調定額 収納額 還付未済額(別掲) 不納欠損額 未 収 額 居所不明者分調定額 
介護納付金 

賦  課  額 

 円 円 円 円 円 円 円

現  年  分        

滞 納 繰 越 分        

２．保険給付支払状況 
 支払義務額 支払済額 徴収金等 戻入未済額 未 払 額 

 円 円 円 円 円

療 養 給 付 費  ④＋⑩ ⑤＋⑪ ⑥＋⑫  

療 養 費  ⑦ ⑧ ⑨  

高 額 

療養費 
一 般 被 保 険 者 分  ⑯ ⑰ ⑱  

退職被保険者等分  ⑲ ⑳ 21  

移 送 費  ⑬ ⑭ ⑮  

特 例 療 養 費      

３．医療給付の状況 

 
件数 費用額 保険者負担分 一部負担金 他法負担分 

件 円 円 円 円

療 養 の 給 付 等      

 食 事 療 養 ・ 生 活 療 養 ( 再 掲 )      

療
養
費
等 

食 事 療 養 ・ 生 活 療 養      

診 療 費      

海 外 療 養 費 ( 再 掲 )      

移 送 費      

計      

４．療養の給付等内訳 

 退 職 被 保 険 者 分 被 扶 養 者 分 

件   数 日   数 費 用 額 件   数 日   数 費 用 額 

診 

療 

費 
 件 日 円 件 日 円

入 院       

入院外       

歯 科       

小 計       

調  剤       

食事療養・生活療養       

訪問看護       

計       

 
  内は記入不要 

 

 

 



別紙１ 

 

国庫補助金等申請時の退職振替処理に係る確認書【提出用】 

 

 

１ 市町村 

 

  □ 振替整理簿と退職被保険者の届出書及び国保連合会から送付された年金受給権者

一覧表とを突合し、振替処理漏れがないか確認した。 

※高額療養費についても振替処理漏れがないか確認した。 

 

□ 月報・年報データと申請書データを突合し振替処理漏れがないか確認した。 

 

□ 12 月末日までに遡及退職被保険者であることが判明した分について、費用額等か

ら控除されているか確認した。また、前年度以前に退職被保険者等の資格が遡及す

る場合であって、当該退職被保険者等に係る診療分及び高額療養費の支給額等のう

ち、一般被保険者として経理されていた前年度 12 月～2 月の療養の給付費、1 月

～3 月の療養費等が控除されているか確認した。（財政調整交付金の場合のみ） 

 

□ 療養給付費負担金実績年報及び様式 10 の「３．退職被保険者にかかる国庫補助返

還額」と「振替整理簿の国庫補助返還額」を突合し、誤りがないか確認した。（療

養給付費負担金の場合のみ） 

 

 以上、確認したことを報告します。 

 

令和○○年○○月○○日 

 

担当者名              担当課長名            

 

 

２ 都道府県 

 

□ 振替整理簿の写しを提出させるなどして、保険者が適正に振替処理を実施している

か確認した。 

 

□ 振替整理簿及び月報・年報データと申請書データを突合するなどして、振替処理が

申請書に反映されているか確認した。 

 

 以上、確認したことを報告します。 

 

 令和○○年○○月○○日 

 

担当者名              担当課長名            

 

 ※確認項目には、レ点を記載すること。（記載がない場合は、確認を促し指導すること。） 


